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中国車産業は５年内が正念場
業界に危機感、半数倒産の予測も

昨年から続く中国自動車市場の不振に、業界が危機感を募らせている。今年の新車販売台数も前年割れは
避けられない見通しで、国内ブランドの半数が近いうちに倒産するとの声も上がる。工業情報省（工情
省）の辛国斌次官は「今後３～５年が正念場」と述べ、業界に量から質への転換を訴えた。

　中国自動車工業協会と自動車情報サイトの汽車之家
が19日に共催した「2019世界自動車産業イノベーショ
ン大会」であいさつした辛氏は「国内外の環境に深刻な
変化が起き、経済に新たな下振れ圧力が掛かる中、中国
の自動車産業は28年ぶりのマイナス成長に転じ、市場

と産業構造の調整期に入った」と指摘。「自動車産業が
困難に打ち勝つためには今後３～５年が鍵を握る」と発
言した。
　中国の新車販売台数は昨年、前年比2.8％減の2,808
万600台にとどまり、1990年以来となる前年割れを記録
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した。単月販売台数は今年７月まで13カ月連続で前年
同月を下回り、今年１～７月の累計は前年同期比11.4％
減の1,413万2,000台と大きく落ち込んでいる。
　同大会に出席した大手自動車メーカー、重慶長安汽車
の譚本宏・執行副総裁は「中国自動車ブランドの50％は
近いうちに存在しなくなるだろう」と予測。「中国の自
動車産業は既に全面的な淘汰（とうた）期に入った。強
者はさらに強くなり、弱者は一段と逆風にさらされるよ
うになる」との認識を示した。
　

低価格帯が低迷
　
　　

　不振が続く新車市場の中でも、特に落ち込みが目立つ
のが低価格帯だ。国家発展改革委員会（発改委）系シン
クタンク、国家信息中心の徐長明副主任によると、今年
１～７月の新車販売の価格帯別減少率は、20万元（約

300万円）超が５％、12万～20万元が11％、８万～12
万元が12％と、安い価格帯ほど市場が縮小しており、８
万元未満は31％の大幅減となっている。
　中国自動車工業協会の付炳鋒・常務副会長兼秘書長は
「12万元以下、特に８万元以下は、地場メーカーによる
自主ブランド車の多くが主戦場としている価格帯だ」と
指摘。市場縮小の影響は、外資系ブランドよりも自主ブ
ランドで大きいとの認識を示した。
　

今年は 2600 万台割れか
　
　今年の市場見通しについては、業界内でも２年連続の
前年割れはほぼ確実との見方が大勢のようだ。付氏は
「下半期（７～12月）は減少幅が縮小する可能性はある
が、マイナスからプラスに戻すのは難しい」と述べた。
　国家信息中心の徐氏は、通年販売台数のうち上半期
（１～６月）と下半期の割合は通常の年で48％と52％、
15～17年は政策の影響で45％と55％になったと分析。
「今年は大きな政策による市場てこ入れがなければ、通
常年の割合になるだろう」と予測した。
　今年上半期の新車販売台数は1,232万3,000台。徐氏
の経験則に当てはめれば、通年の販売台数は2,600万台
を下回る計算となる。
　工情省の辛氏は「中国の自動車産業が長期的に発展し
ていく流れに変わりはない」としながらも、市場は「高
度成長から質の高い発展へと転換する重要な時期を迎
えている」と指摘。業界を挙げて「危機をチャンスに」
変えていかなければならないと呼び掛けた。
　長安汽車の譚氏も「市場が量の成長から質の成長へと
変わっていくことは間違いない」とした上で、競争を勝
ち抜く上では技術の発展とイノベーションが重要との
考えを示した。

【中国―車両】

力 帆 の 新 車 販 売 、 ７ 月 は ９ 割 減 の 8 6 5 台
　自動車・二輪車メーカー、力帆実業（集団）（重慶市）
が発表した７月の新車販売台数（二輪車は含まず）は865
台で、前年同月の発表データと比べると89.9％減少し
た。力帆実業は近年、販売台数が低迷しており、７月は
年初以来初めて1,000台を下回った。
　内訳は、ガソリン車が91.4％減の678台、新エネルギ
ー車（ＮＥＶ）が71.5％減の187台だった。
　１～７月の累計販売台数は前年同期比66.0％減の２
万2,880台となった。
　７月の生産台数は97.5％減の220台、１～７月の累計
では70.9％減の１万8,452台だった。
　自動二輪車の７月の販売台数は7.1％減の４万9,133
台、１～７月の累計では12.6％減の35万24台となっ
た。
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【マレーシア―車両】

日 野 の ト ラ ッ ク 、 分 解 修 理 な し で 1 0 0 万 キ ロ
　日野モータース・セールス・マレーシア（以下、日野
マレーシア販売）は20日、地場宅配サービス大手ＧＤ
エクスプレス・キャリア（ＧＤＥＸ）に納入した小型ト
ラックが、エンジンを一度もオーバーホール（ＯＨ、分
解・修理）することなく走行距離100万キロメートルを
達成したと発表した。地球を約25周した計算となる。
通常、トラックで寿命が最も長い大型でも70万キロが
目安とされる中での大台突破となった。

　ＧＤＥＸは現在、1,200台余りのトラックを保有し、
うち６割強に当たる764台が日野ブランド。マレーシア
を訪問した日野自動車の市橋保彦会長はＮＮＡに対し、
「100万キロの到達は大切に使ったことで実現できる。わ
れわれへの確かな信頼の証でもある」と述べた。走行距
離100万キロを記録したのは車両総重量7.5トンの小
型トラック。ＧＤＥＸは2006年に使用を開始し、日野
マレーシア販売によるアフターサービス（保守・点検）
を定期的に受けながら運用してきた。
　日野マレーシア販売の内山厚志社長は「トラックの寿
命はクラッチやブレーキの操作による車への負荷でも
変わってくる。高速道路が比較的整備されているマレー
シアは長距離輸送がしやすい国であることも、寿命に影
響している」と話す。ＧＤＥＸが、日野マレーシア販売
の試乗・講習施設「日野トータルサポート・カスタマー
センター（ＨＴＳＣＣ）」に毎月20～30人の運転手を派
遣し、「安全・省燃費運転に関する研修を受けさせてい
ることも『大切に乗る』ことにつながっているのではな
いか」と指摘した。
　日頃のメンテナンスにおいても、「正規ディーラーに
よる純正部品を使った修理が重要だ」と強調。町の修理
工場などでの非正規部品を使った整備は、車両の寿命を

縮めるだけでなく、事故の原因にもなりかねないため
だ。
　同日にスランゴール州プタリンジャヤのＧＤＥＸ配
送センターで開かれた記念式典で、ＧＤＥＸのテオン・
テックリャン社長兼グループ最高経営責任者（ＣＥＯ）
は「物流を支えるトラックには長寿命が求められてい
る。日野の強みであるＱＤＲ（高品質・耐久性・信頼
性）はわれわれの事業に不可欠な要素だ」と話した。
　

総合サービスで顧客ビジネスを支援
　
　日野マレーシア販売は15年にＨＴＳＣＣを設立し、
19年１月には受講者数が累計１万人を超えた。日野グル
ープとしては25年までの中期経営計画で、「最高にカス
タマイズされたトータルサポート」を柱の一つに掲げ、
顧客にとっての車両の稼働時間の最大化とライフタイ
ムコストの最小化を支援している。今年４月には、ヤマ
トホールディングス傘下のマレーシアヤマト運輸と連
携し、ＨＴＳＣＣで新たな安全運転研修プログラムを始
動した。
　一方のＧＤＥＸはインターネット通販の拡大を追い
風に事業展開を強化しており、今年４月にマレーシアの
格安航空会社（ＬＣＣ）エアアジア・グループの航空貨
物・物流子会社レッド・カーゴ・ロジスティクスと提
携。東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）地域を中心に貨
物輸送のネットワークを拡大した。
　ＧＤＥＸの19年第１～３四半期（18年７月～19年３
月）決算は、売上高が前年同期比7.6％増の２億3,529
万リンギ（約60億円）、純利益が同32.0％増の2,258万
リンギだった。

【インドネシア―車両】

西 ジ ャ ワ の レ バ ナ 経 済 特 区 、 現 代 自 が 投 資 か
　インドネシアの西ジャワ州政府関係者は、同州が立案
するレバナ経済特区に、韓国の現代自動車が投資を検討
していると明らかにした。現代自動車は先に、国内に自
動車工場を建設し、2021年から組み立て生産を開始する
計画を表明しているが、工場の建設地は明らかになって
いない。現代自動車の関係者はＮＮＡに対し、「工場の
建設地については現時点で何も決まっていない」とコメ
ントした。
　20日付インベストール・デーリーによると、州事務局
のエディ補佐官は、レバナ経済特区での投資に、現代自
動車と日本企業の合計２社が強い関心を寄せていると
明らかにした。
　レバナ経済特区は、西ジャワ州の北部、チレボン、パ
ティンバン、クルタジャティの３地域を中心に広範囲に
わたる。エディ補佐官によれば、開発可能な用地は５万

4,000ヘクタール。中でもパティンバン地域は、日本の
円借款で港湾の開発が進んでいる。
　西ジャワ州のリドワン・カミル知事は５月、レバナ経
済特区の開発構想について、ダルミン・ナスティオン調
整相（経済）に提案。州内にある複数の工業地域から構
成され、実現すれば国内最大規模の広さになると指摘し
た。
　国家経済特区委員会の担当官にＮＮＡが確認したと
ころでは、レバナ経済特区の開発計画についてはまだ正
式に州政府などから提案は上がっていない。
　現代自動車グループの鄭義宣（チョン・ウィソン）総
括首席副会長は７月、首都ジャカルタを訪れてジョコ・
ウィドド大統領と会談。国内に自動車工場を建設し21
年に組み立て生産を開始する投資計画を表明していた。
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【インド―車両】

現 代 自 が イ ン ド シ フ ト 鮮 明 に 、 新 型 車 投 入
　韓国の現代自動車がインドを重視する方針を鮮明に
している。世界に先駆けて20日、ハッチバックの新モ
デル「グランドｉ10ニオス」をインドで発売した。現
代自がインドで新型車を世界初投入するのは、５月の小
型スポーツタイプ多目的車（ＳＵＶ）「ベニュー」に続
く２車種目。グランドｉ10ニオスは49万9,990ルピー
（約74万円）からと手の届きやすい価格に設定し、若い
世代を中心に拡販を目指す。インド政府が普及を推進す
る電気自動車（ＥＶ）にも、積極的に投資を行っていく
計画だ。

　グランドｉ10ニオスは現代自の人気モデル「グラン
ドｉ 10」の第３世代モデルとなる。現地法人ヒュンダ
イ・モーター・インディア（ＨＭＩＬ）のキム社長は
「インドで生産する全世界に向けたモデル」とアピール。
「個性的なクルマ」を求めるインドのミレニアル世代
（1980～2000年ごろ生まれ）をターゲットに、遊び心の
あるデザインと快適性、広い車内空間を兼ね備えた手頃
なコンパクトカーに仕上げたとしている。
　

ＢＳ６に対応
　
　グランドｉ10ニオスの車体サイズは◇長さ：3,805ミ
リメートル◇幅：1,680ミリ◇高さ：1,520ミリ――で、
ホイールベースは2,450ミリ。排気量1.2リットルのガ
ソリンエンジンモデルとディーゼルエンジンモデルを
用意し、ともに来年４月に導入される新たな排ガス基準
「バーラト・ステージ（ＢＳ）６」に対応した。
　変速機はマニュアルトランスミッション（ＭＴ）とセ
ミオートマチックトランスミッション（ＡＭＴ）から選
べ、価格はガソリンエンジンモデルのＭＴ車が 49 万
9,990～71万3,950ルピー、ＡＭＴ車が63万7,610～69
万8,350ルピー、ディーゼルエンジンモデルのＭＴ車が

67万90～79万9,450ルピー、ＡＭＴ車が78万5,350ル
ピーとなっている。
　

背景に中国での低迷
　
　現代自がインドシフトを鮮明にする背景には、世界最
大の自動車市場である中国での販売低迷が長期に及び、
回復の期待が薄れている現状がある。年100万台を超え
ていた中国での新車販売台数は、在韓米軍の高高度防衛
ミサイル（ＴＨＡＡＤ）配備問題があった2017年以降
に急落し、今年上半期（１～６月）は前年同期比28.4％
減の約27万2,000台と、インドと同水準（約26万台）
まで落ち込んだ。
　インドも昨年から、景気減速や自動車ローンの引き締
めなどを背景に新車市場が著しく低迷しているものの、
現代自の18/19年度（18年４月～19年３月）の新車販
売は前年度比1.7％増の55万台とプラス成長を確保。今
年４～７月も、競合他社の販売台数が軒並み前年同期比
２桁減となる中、現代自は前年同期比8.4％減の 16万
5,524台と、減少幅を１桁に抑えた。
　新型車の販売は好調で、キム氏によるとベニューの予
約台数は発売から３カ月で５万5,000台を突破した。７
月の販売台数は9,585台に達し、セグメント別新車販売
のＳＵＶ部門でマルチ・スズキの「ビターラ・ブレッツ
ァ」（5,302台）を抜き、首位に立った。
　ＨＭＩＬで販売トップを務めるビカス・ジャイン氏は
ＮＮＡの取材に対して、国内の乗用車販売の48％を占め
るハッチバック・コンパクトセグメントに注力していく
方針と、コンパクトセグメントにおいてもＢＳ６対応の
ディーゼルエンジン車の生産と販売を継続していく方
針を示した。
　

コナＥＶは予約 230 台に
　
　現代自は７月10日には、ＥＶ「コナ・エレクトリッ
ク」を発売。海外の完成車メーカーがインドに投入した
初のＥＶとなった。コナ・エレクトリックは253万ルピ
ーと高額だが、キム氏によると８月20日時点で予約台
数は230台に達した。
　現代自は今後、インド向けのＥＶ開発に２億米ドル
（約213億円）を投じる計画。初期は、３億米ドルを出
資するインドの配車サービス大手「ＯＬＡ（オラ）」な
どへの車両供給などを通じてＥＶの販売を底上げ。イン
ド石油公社（ＩＯＣ）との提携を通じて、ガソリンスタ
ンドでのＥＶ充電インフラの整備にも乗り出すとして
いる。
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【インドネシア―車両】

７ 月 の 自 動 車 販 売 台 数 速 報 値 、 1 7 ％ 減
　インドネシアの自動車販売大手アストラ・インターナ
ショナルは20日、７月のインドネシアの自動車販売台
数（ディーラーへの出荷台数、速報値）が、前年同月比
17％減の８万9,110台だったと発表した。アストラ傘下
４メーカーの合計は19％減となり、グループの市場シェ
アは50％となった。
　アストラ・グループではいすゞ自動車以外の３メーカ
ーが前年同月比で２桁減少した。アストラ以外では日産
自動車が1,171台となり、前年同月の3.5倍に急増し

た。
　政府推奨の低燃費小型車「ローコスト・グリーンカー
（ＬＣＧＣ）」の市場販売台数は６％減の１万9,696台。
このうちアストラ・グループが68％を占めた。
　１～７月の市場全体の販売台数は前年同期比14％減
の57万331台。インドネシア自動車製造業者協会（ガ
イキンド）が目指す通年目標110万台の達成率は52％だ
った。

【欧州―車両】

ロ シ ア 乗 用 車 生 産 、 ７ 月 は 5 . 4 ％ 増 加
　ロシアの７月の乗用車生産台数は約11万台となり、
前年同月比5.4％増加した。連邦統計局（ロスタット）
の情報を元に、自動車市場調査会社オートスタット
（AUTOSTAT）が19日発表した。
　７月は仏ルノーがモスクワ工場で新型スポーツタイ
プ多目的車（ＳＵＶ）「アルカナ」の量産を開始した。
　トラックの生産台数は18.7％増の１万3,200台。いす

ゞ自動車のロシア子会社いすゞルスが、西部ウリヤノフ
スク（Ulyanovsk）でオートマチック・ギアボックスを
取り入れた小型トラック「エルフ」の生産を開始したこ
とが寄与した。
　１～７月の累計で見ると、乗用車生産台数は約89万
4,000台と前年同期比2.1％拡大。トラックは８万1,600
台で、1.2％減っている。

【インド―車両】

自 動 車 販 売 店 、 ７ 月 の 小 売 り 総 数 は ６ ％ 減
　インドの自動車販売店協会連合（ＦＡＤＡ）は19日、
７月の自動車と二輪・三輪車の販売総数が前年同月比
6.0％減の165万4,535台だったと発表した。三輪車を
除く全カテゴリーがマイナス成長で、うち乗用車と商用
車は２桁落ち込んだ。
　７月の車種別販売数では、乗用車が11.5％減の24万
3,183台、商用車が13.8％減の２万3,118台、二輪車が
5.1％減の 133 万 2,384 台、三輪車が 2.9％増の５万
5,850台だった。
　ＦＡＤＡは声明で、自動車の販売不振を引き起こして
いるとされる資金流動性の低下は、改善しているとコメ
ント。準備銀行（中央銀行）が段階的に実施してきた政
策金利の引き下げを受けて、自動車ローンの金利も下が
る必要があると述べた。

　７月に自動車と二輪・三輪車の販売総数が最も多かっ
たのは北部ウッタルプラデシュ州の30万4,580台で、
南部タミルナド州（17万7,677台）、西部マハラシュト
ラ州（16万772台）と続いた。
　７月時点の在庫は乗用車が25～30日分、商用車が55
～60日分、二輪車が60～65日分だった。乗用車の在庫
は前月の30～35日分から減少した。商用車と二輪車は
横ばいだった。
　ＦＡＤＡに登録する販売店を対象にしたオンライン
調査によると、現在の景況感について「悪い」とする回
答は前月より９ポイント増え、全体の65％に上った。
　ＦＡＤＡの発表は、全国1,452カ所の地域交通局（Ｒ
ＴＯ）のうち1,180カ所の車両登録データを基にしてい
る。
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【日本―車両】

ト ヨ タ が 法 人 サ ー ビ ス 強 化 、 社 用 車 管 理 を 代 行
　【共同】トヨタ自動車は20日、法人顧客向けに、社
用車に関する契約業務や車両の手配などの管理業務を
代行する「トヨタソリューションサービス」を同日から
順次始めたと発表した。企業の社用車管理の負担を減ら
して業務の効率化を支援し、リース契約や社用車向け車
両の販売拡大につなげたい考えだ。
　国内新車販売が低迷する中、トヨタは車の販売に加
え、車の周辺サービスの強化を急ぐ。新サービスは全国
の販売店やトヨタレンタリース店を通じて提供する。ト
ヨタ車以外もサービスの対象とする。同様のサービスは

リース会社なども既に導入している。
　サービスは全20種類あり、車両の契約業務や余剰車
両の保管業務代行、交通違反のデータ集計のほか、車両
の利用状況を分析して最適な保有台数のアドバイスも
行う。
　通信機能付きのドライブレコーダーを活用して急ブ
レーキをかけたり、あおり運転を受けたりするなど危険
な状況を把握し、安全運転につなげるデータも提供。車
両に関する情報を一元管理できるウェブサービスも実
施する。

【米国―車両】

ト ヨ タ と マ ツ ダ 、 北 米 で Ｓ Ｕ Ｖ 供 給 体 制 拡 充
　【日刊自動車新聞】トヨタ自動車とマツダは北米市場
でスポーツタイプ多目的車（ＳＵＶ）の供給体制を拡充
する。マツダは新型の小型ＳＵＶ「ＣＸ―30」の生産を
年内にメキシコで開始する。トヨタは2021年に米国で
稼働予定のマツダとの共同出資会社で生産する車種を
新型ＳＵＶにすることを発表した。北米でＳＵＶシフト
が加速する中、ラインアップの拡充とともに生産体制を
整える。

　マツダは、メキシコでは現在「マツダ２」「マツダ３」
を生産しているが、新たにＳＵＶの生産を始める。ＣＸ
―30は、マツダとして６車種目のＳＵＶで、ボディーサ
イズは「ＣＸ―５」と「ＣＸ―３」の中間程度に位置付
けている。新たな顧客層を開拓するためＳＵＶの選択肢
を増やすとともに、生産も地産地消の体制にする。ＣＸ
―30は、今夏から欧州市場で販売しており、４月から国
内生産を始めている。

　トヨタはマツダと共同で21年に稼働するアラバマ州
の新工場で「カローラ」を生産する予定だったが、新型
ＳＵＶに変更することを７月に発表した。ＳＵＶ需要の
高まりに応じるためとしている。カローラは引き続き米
ミシシッピ州の工場で生産する。また、新型「ハイラン
ダー」を19年末に発売すると同時に、生産する米イン
ディアナ工場で約６億ドル（約640億円）を投じてハイ
ランダーの生産能力を年４万台追加するとしている。
　北米での新車販売が伸び悩む中、好調に販売が推移し
ているのがＳＵＶやピックアップトラックだ。トヨタに
よると18年の米国市場での車種構成比は「ＳＵＶ／ト
ラック」が69％だった一方で「セダン」が31％だった
としており、「想定以上にセダンからＳＵＶへの移行が
加速している」（トヨタ・吉田守孝副社長）状況。セダ
ン系も根強いニーズがあるとはいえ、人気が集まるＳＵ
Ｖの供給体制を拡充する動きは今後も広がりそうだ。

【中国―車両】

蔚 来 汽 車 、 科 創 板 へ の 回 帰 上 場 を 否 定
　電気自動車（ＥＶ）メーカーの上海蔚来汽車（上海
市、ＮＩＯ）は19日、米ニューヨーク証券取引所での
上場を廃止し、上海証券取引所のハイテク・イノベーシ
ョン関連企業に特化した新たな証券市場「科創板（スタ
ー・マーケット）」に回帰上場するとの一部報道につい
て「そのような計画はない」と否定した。

　ネットメディアの澎湃新聞が19日伝えた。蔚来汽車
はまた、米シリコンバレーの子会社を閉鎖するとの報道
についても「事実に反する」と否定。「シリコンバレー
は当社の世界戦略における重要な拠点の一つで、常に正
常な運営が行われている」と強調した。
　

米子会社で 100 人削減か
　
　一方、ニュースサイトの騰訊新聞は関係者の話とし
て、蔚来汽車がシリコンバレー子会社の規模縮小を進め
ており、今月16日には従業員約100人を削減したと伝
えている。コスト削減を図るためで、米国本部では自動
運転関連の業務人員を除き200人前後まで縮小させる
計画とみられる。
　蔚来汽車は業績が悪化する中、全従業員数の１割に相
当する1,000人以上の人員削減を実施していたことが
今月初めに明らかになっている。
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【中国―車両】

上 海 西 井 科 技 、 自 動 運 転 ト ラ ッ ク を 実 用 化 へ
　人工知能（ＡＩ）関連技術の商用化を手掛ける上海西
井信息科技が、無人で走る電動トラックの量産を進めて
いる。港湾や鉱山など閉鎖空間の作業現場への導入を見
込んでおり、海外の埠頭（ふとう）で下半期（７～12
月）にも実用化する。ネットメディアの澎湃新聞が19
日伝えた。
　下り坂走行やブレーキ時にエネルギーを回収するシ
ステムを採用し、航続可能距離を20％向上させた。これ

により、ディーゼルを動力源とするトラックに比べ、年
間コストを67％削減することができるという。港湾機械
メーカーの上海振華重工（集団）と共同で開発した。
　西井科技は2015年５月の設立。港湾や鉱業、都市、
モノのインターネット（ＩｏＴ）など向けにＡＩを活用
したソリューションの開発を手掛け、近年は物流向け自
動運転システム関連への取り組みを強化している。

【韓国―電機】

英 に 超 大 型 体 験 型 売 り 場 、 サ ム ス ン 電 子
　韓国サムスン電子が、９月３日（現地時間）に英ロン
ドンに超大型体験型売り場「サムスン・キングスクロス
（ＫＸ）」をオープンする。電子新聞が伝えた。
　売り場はショッピングモール「コール・ドロップス・
ヤード」の最上階に設けられ、面積は1,860平方メート
ル。欧州最大の売り場として位置付ける方針だ。

　サムスンのスマートフォンや主要家電のほか、傘下の
米自動車部品大手ハーマンインターナショナルと共同
で手掛けた車両用インフォテインメントも展示。自社の
人工知能（ＡＩ）プラットフォームに連動させたコネク
テッドカー（つながる車）や、スマートホームシステム
と車両をつなげた仮想システムなどの体験もできる。

【インド―車両】

Ｅ Ｖ 促 進 策 を 一 時 抑 制 ＝ 政 府 関 係 者
　インド政府は、電動車を促進する政策を向こう数カ月
間にわたりスローダウンさせるもようだ。販売不振に苦
しむ自動車業界への配慮が狙い。政府関係者の話として
タイムズ・オブ・インディア（電子版）が20日に伝えた。
　政策立案機関のＮＩＴＩアーヨグによる「2023年まで
に三輪車、25年までに排気量150ｃｃ以下の二輪車を完
全に電動化すべき」との提案は、当面は積極的に進めな
い方針だ。また、電気自動車（ＥＶ）に関する複数の促
進策については、内燃機関（ＩＣＥ）車両の販売を減退

させているとして、棚上げにすることが検討されてい
る。道路交通・高速道路省が先に出した自動車の登録料
の引き上げ案も保留になる可能性があるという。
　インド政府は来年４月に新たな排ガス規制「バーラ
ト・ステージ（ＢＳ）６」を導入する。自動車工業会
（ＳＩＡＭ）は販売回復策の一つとして、４月以降も現
行のＢＳ４車両を販売できるようにすることを政府に
求めている。

【欧州―ＩＴ】

地 図 ヒ ア 、 運 転 者 の 行 動 分 析 で 米 社 と 提 携
　オランダの地図・位置情報サービス会社ヒア（HERE）・
テクノロジーズは、人工知能（ＡＩ）を活用した先進運
転支援システム（ＡＤＡＳ）を手掛ける米サンフランシ
スコのスタートアップ企業、カービ（CarVi）との提携
を発表した。
　両社の協力は、ドライバーの行動をより的確に把握
し、安全性を高め、運転を改善させる狙い。また保険の
リスク分析に有益なより多くの情報をもたらし、保険料
を安くするのにも役立つ。

　カービはヒアの位置情報サービスを用い、テレマティ
クスデータを現実の世界の位置情報と統合。カービのシ
ステムは、コンピュータービジョン技術を駆使したドラ
イブレコーダーを備え、六つのセンサーがテレマティク
スデータや制限速度、交通の流れの速さをリアルタイム
の映像と共に捉えるという。
　カービはシリコンバレー、シカゴ、韓国に拠点を持
ち、日本にも進出する計画だ。
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【ベトナム―運輸】

配 車 か ら 多 様 化 、 ス ー パ ー ア プ リ 競 争 時 代 へ
　ベトナムの配車アプリ業界が、消費者の生活を助ける
サービスをまとめて提供する「スーパーアプリ」の競争
時代に突入している。19日付ＶＮエクスプレスが報じ
た。
　地場Ｂｅグループは、2018年12月に配車サービス市
場に参入。事業内容は、二輪車の「ｂｅバイク」、四輪
車の「ｂｅカー」、宅配サービス「ｂｅデリバリー」と
「ｂｅエクスプレス」に加え、金融サービス「ｂｅフィ
ナンシャル」、料理宅配サービス「ｂｅフード」と多様
化させた。チャン・タイン・ハイ社長によると、登録し
た運転手数は約４万人、利用件数は累計2,000万回とな

っている。
　ベトナムにおけるスーパーアプリの先駆け的存在で
あるグラブは、配車や宅配などが最大50％割引になる前
払い式の会費パッケージ（サブスクリプション）を導入
し、シェア維持を図っている。
　インドネシアの配車アプリ大手ゴジェックがベトナ
ムで展開する「ゴーベト（Ｇｏ―Ｖｉｅｔ）」も、スー
パーアプリの展開を積極化しており、利用件数は１億回
を超えた。今年下半期（７～12月）には、各社間の競争
が一層激しくなりそうだ。

【シンガポール―運輸】

自 動 運 転 シ ャ ト ル バ ス 、 一 般 向 け に 試 験 運 用

　シンガポールの運輸省は20日、国内で初めてオンデ
マンド型の自動運転シャトルバスの一般向け試験運用
を開始すると発表した。観光地セントーサ島で今月26
日から11月15日まで実施する。地場防衛・航空機整備
大手シンガポール・テクノロジーズ（ＳＴ）エンジニア

リングと、観光地セントーサ島を管理するセントーサ開
発公社（ＳＤＣ）が協力する。
　運輸省は昨年６月、乗りたい時に呼び出すことができ
るオンデマンド型の自動運転シャトルバスの路上走行
試験をセントーサ島で開始。２キロメートルの区間で試
験を行っていた。
　今回は、島内のシロソポイント、モノレールのビーチ
駅、パラワン・ビーチ、タンジョン・ビーチ、セントー
サ・ゴルフ・クラブを結ぶ5.7キロメールの区間で、一
般客向けに無料で運行する。車両は運輸省とＳＴエンジ
ニアリング、ＳＤＣが共同開発したもので、ミニバス２
台と、より小型なバス２台を用意する。運転手が同乗
し、緊急時には手動運転に切り替える。
　運行時間は、平日（祝日を除く）の午前10時から正
午、午後２時から同４時の計４時間。利用者は、スマー
トフォンの専用アプリ「ライド・ナウ・セントーサ」
か、走行試験の対象区間に設置してあるキオスク端末か
ら予約できる。
　運輸省は今回の試験運用で安全性などを確認し、早期
の商用運行を目指す。

【日本―車両】

高 齢 者 用 に 車 と 運 転 手 派 遣 、 宮 崎 市 で 実 証 実 験
　【共同】宮崎市の青島地域振興協議会などは19日、
運転免許の自主返納などでマイカーの運転が困難にな
った高齢者向けに、派遣サービスの運転手がレンタカー
で送迎する実証実験を同市内の一部地域で始めた。期間
は今年10月31日まで。実験で検証した上で、本格的な
サービスの導入を目指す。
　実験では、同じ地域の３～４人程度の利用者がグルー
プを結成し、買い物や病院への通院といった同じ目的で
送迎を依頼。実験中は無料で利用でき、サービスの開始

後は有料で提供する。
　トヨタ自動車が設立した「トヨタ・モビリティ基金」
から受けた、２年間で計約296万円の助成金を活用す
る。実験に参加した川越トミ子さん（82）は「（地元地
域は）バスの本数も少なく、足も悪い。自宅まで送って
もらえるのはありがたい」と話した。
　実験に携わる「青島内海地区コミュニティ交通検討
会」の長友安隆会長は「地域のニーズに合った交通のモ
デルケースの一つになれればいい」と意気込んでいる。
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【インドネシア―車両】

７ 月 の 二 輪 車 販 売 台 数 、 1 1 ％ 減 の 約 5 3 万 台

　　

　　

　インドネシア二輪車製造業者協会（ＡＩＳＩ）による
と、７月の国内二輪車販売台数（販売店への出荷ベー
ス、確定値）は、前年同月比11％減の52万6,652台だ
った。約２年ぶりに単月で２桁減となった。完成車（Ｃ
ＢＵ）の輸出台数は27％増の７万1,114台だった。
　販売台数はＴＶＳを除く上位４メーカーが減少した。
一方で輸出台数はスズキ以外が２桁増だった。
　１～７月の累計は、販売台数が前年同期比４％増、輸
出台数が40％増だった。
　

６月は３％増
　
　６月の販売台数は前年同月比３％増、輸出台数は８割
増だった。輸出台数はホンダが3.8倍、スズキが３倍に
急増した。１～６月の累計は販売台数が前年同期比７％
増の 322万6,619台、輸出台数が43％増の 36万7,488
台だった。
　統計は産業省の情報をＡＩＳＩがまとめた。

　　

【インド―車両】

二 輪 ロ イ ヤ ル 、 排 ガ ス 規 制 へ の 対 応 に 遅 れ も
　インドの二輪車大手ロイヤル・エンフィールドによる
新たな排ガス規制「バーラト・ステージ（ＢＳ）６」へ
の対応が遅れる可能性が出てきた。ロイヤルは否定して
いる。ライブミント（電子版）が20日に伝えた。
　ロイヤルの対応が遅れるとの指摘は、レギュレーター
と呼ばれる部品をめぐり、地場部品メーカーのフラッシ
ュ・エレクトロニクスに米国の裁判所で訴えられている
ことが要因。レギュレーターは電流と電圧を制御する部
品で、フラッシュは欧米で特許権を所有していると主張
している。ロイヤルは、他の地場部品メーカーのバロッ
ク・グループから調達することで、フラッシュの特許権

を侵害したという。
　レギュレーターは、ＢＳ６への対応に不可欠とされ
る。消息筋は、問題が解決しなければ、ロイヤルは他の
確保先を探さなければならず、調達費の高額化にもつな
がりかねないとの見方だ。
　ただ、ロイヤル側は否定的な見解を示している。二輪
車メーカーは、一般的に部品の調達先を複数社に分散し
ているためだ。同社の広報担当者は、レギュレーターに
ついても「他にいくつかの調達先がある」とした上で、
フラッシュ・エレクトロニクスによる訴訟が生産に及ぼ
す影響はないと説明した。
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【中国―車両】

自 動 車 部 品 の 均 勝 電 子 、 中 間 3 7 ％ 減 益
　自動車部品メーカーの寧波均勝電子（浙江省寧波市）
が20日発表した2019年６月期決算は、売上高が前年同
期比36.2％増の308億2,700万元（約4,648億7,100万
円）だった。純利益は５億1,400万元で、37.4％減少し
た。
　売上高を主要製品別に見ると、自動車向け安全システ
ムが50.1％増の238億5,600万元、自動車向け電子シス
テムが2.4％増の48億6,300万元などだった。
　均勝電子は減益について、18年６月期に欠陥エアバッ
グ問題で経営破綻したタカタの主要事業を買収したこ
とによる非経常性収益を計上したため、比較対象となる

数値が高かったことが影響したと説明している。
　米中貿易摩擦を巡る影響については「直接的な影響は
少ない」とした一方、自動車の販売低迷が続けば、売り
上げや収益性に不利な影響を受ける可能性があるとし
た。
　同社は今年上半期（１～６月）に世界の各拠点で従業
員の調整や生産効率の向上を進めており、今後はさらに
生産自動化やコスト削減、収益性の向上を加速させる方
針。向こう５年内に自動車向け安全システム関連のシェ
アを40％前後まで引き上げる目標を掲げた。

【韓国―化学】

コ ス モ 新 素 材 、 電 池 部 材 の 生 産 能 力 増 強 へ
　リチウムイオン二次電池の正極材などを手掛ける韓
国のコスモ新素材は19日、ニッケル・コバルト・マン
ガンの三元系正極材（ＮＣＭ）の生産設備増設に430億
ウォン（約38億円）を投じると発表した。ＮＣＭは電
気自動車（ＥＶ）や蓄電システムなどに用いられる中・
大型二次電池の正極材で、増設により生産能力は年
3,000トンから同8,000トンに引き上げられる。

　同社が主力とする正極材はスマートフォンやノート
パソコンなどＩＴ機器向け電池のコバルト酸リチウム
だったが、昨年ＮＣＭ設備を新設。新たな顧客が確保で
き成果が得られたことから、ＮＣＭ事業を本格化するた
めに増設を決めた。
　同施設は年5,000トンを生産できるが、土地と建物に
は余裕があり、市況に応じてさらに増設が可能という。

【マレーシア―ＩＴ】

Ｉ ｏ Ｔ な ど で 豪 大 学 と 提 携 、 政 府 系 研 究 所
　マレーシア貿易産業省（ＭＩＴＩ）傘下のマレーシア
自動車・ロボティクス・ＩｏＴ研究所（ＭＡＲｉｉ）は
19日、ビッグデータ解析やモノのインターネット（Ｉｏ
Ｔ）、小型人工衛星向けアプリケーションなどの研究で、
オーストラリアの南オーストラリア大学と提携するこ
とで合意した。提携期間は2024年までの５年間。国営
ベルナマ通信が伝えた。
　ＭＡＲｉｉのアズハル・タイブ副最高経営責任者（Ｃ
ＥＯ）によると、今回の提携は、前身のマレーシア自動

車研究所（ＭＡＩ）時代の17年、軽量遮熱塗料の開発
で同大と交わした合意を拡大するもの。協力分野を、ロ
ボットやＩＴを活用して製造業の生産効率化を図る「イ
ンダストリー4.0」、ビッグデータ、モノのインターネッ
ト（ＩｏＴ）などに広げる内容だ。
　ＭＡＲｉｉによると、研究中の軽量遮熱塗料は自動車
の総重量低減につながるもので、20年７月～21年12月
の商品化を予定。商業価値は２億5,000万リンギ（約63
億6,600万円）と見積もられている。

【タイ―化学】

プ ラ 容 器 Ｐ Ｊ Ｗ 、 中 国 事 業 好 調 で 目 標 達 成 へ
　タイのプラスチック容器・自動車部品メーカー、パン
チャワタナー・プラスチック（ＰＪＷ）は、今年の増収
率が目標の８～10％を達成できるとの見通しを示した。
中国事業が好調で、下半期（７～12月）の業績は上半期
を上回る見込み。20日付プーチャッカーンが報じた。
　上半期の業績は、売上高が前年同期比10％増の16億
4,000万バーツ（約56億6,000万円）、純利益が2.3倍
の3,400万バーツだった。第２四半期は従業員への給付

金の支払いや塗装工場を試作品向けに運転したことな
どで140万バーツの赤字となったが、上半期では増収増
益を確保した。
　下半期は塗装工場が通常稼働に戻り、中国のプラ容器
事業も順調に伸びていることから業績を押し上げる見
通し。中国事業は2018年半ばから江蘇省を拠点に展開
しており、今年の売上高は１億バーツ、来年は２億8,000
万バーツを見込む。
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【タイ―車両】

マ ル カ 、 自 動 車 部 品 販 売 の 子 会 社 を 解 散
　機械専門商社のマルカ（大阪市）は20日、タイの連
結子会社マルカ・エクスポート（タイランド）を解散お
よび清算すると発表した。同社はタイで生産された自動
車部品をマレーシア向けに輸出していたが、経済環境や
事業環境の変化により収益を確保することが難しいた
め解散および清算を決定した。
　マルカ・エクスポート（タイランド）は、2014年８月
に東部チョンブリ県に設立された。資本金6,000万バー
ツ（約２億700万円）で、マルカが100％出資している。
マルカの担当者によると、主にマレーシアの日系自動車
メーカー向けに自動車部品を輸出してきた。
　マルカ・エクスポート（タイランド）の営業損益は14
年度の400万円、15年度の1,200万円の赤字から16年
度に1,800万円の黒字に転換。17年度は4,900万円、18

年度は4,500万円の黒字だったものの、連結営業利益に
占める割合はそれぞれ2.6％、1.7％にとどまった。売上
高は 15年度が29億3,000万円、16年度が32億8,900
万円、17年度が42億500万円。18年度は56億5,000
万円で、連結売上高に占める割合は8.8％だった。
　解散および清算は、タイの法令に従い手続きが完了次
第、結了する予定。マルカの担当者は、タイ人従業員は
５人とした上で、「タイの他の連結子会社への異動とい
った再就職のサポートは特に予定していない」と述べ
た。
　バンコク東郊サムットプラカン県に拠点を置き、主に
タイ国内向けに産業機械や工作機械を販売する連結子
会社マルカ・マシナリー（タイランド）は、引き続き事
業を継続し、受注拡大を図る。

【インド―車両】

積 水 化 学 、 ４ カ 所 目 の 射 出 成 型 品 工 場 を 新 設

　積水化学工業はこのほど、インドで車両部品成型品の
製造・販売を手掛ける合弁会社、セキスイＤＬＪＭモー
ルディングの第４工場を西部グジャラート州マンダル

に新設すると発表した。新工場の整備にかかる投資額は
約９億円で、2020年４月の稼働を予定する。
　第４工場は、四輪と二輪車の内外装向け射出成型品を
生産する。敷地面積は３万3,820平方メートル、工場の
延床面積は1,660平方メートル。新工場の稼働により、
インドでの年産能力を約20％増強する。積水化学の広報
担当者はＮＮＡに対し、「現在の年産能力は第１～３工
場を合わせて9,300トンで、新工場の稼働によりこれを
１万1,000トンまで引き上げる」と説明した。
　セキスイＤＬＪＭモールディングは、第４工場稼働の
効果などを含め22年度に売上高90億円を目指す。イン
ド国内に３カ所の生産拠点があり、第１工場は北部ウッ
タルプラデシュ州ノイダ、第２工場は西部ラジャスタン
州タプカラ、第３工場は南部タミルナド州チェンナイに
それぞれ保有する。

【日本―車両】

ト ー ヨ ー タ イ ヤ 、 世 界 供 給 体 制 を 最 適 化
　【日刊自動車新聞】トーヨータイヤは、2023年までに
グローバルの生産体制を再編する。欧州新工場を起点に
グローバルの供給網を見直す。タイヤ需要は自動車販売
の拡大に伴い増加する見通し。こうした需要の拡大を捉
えて、供給体制を最適化することで、グローバル競争力
を生み出すとともに増販につなげる。

　同社は22年１月に欧州初のセルビア工場を稼働し、
生産の現地化に乗り出す。生産能力は23年夏をめどに
年産500万本（乗用車用タイヤ換算）に高める。現在、

欧州市場には日本やマレーシアから供給しており、関税
や原材料調達のコスト負担のほか、需要の取りこぼしも
あった。年間600万本を販売する欧州市場での現地生産
化で、コスト競争力を一気に高める。さらにロシアや中
東、アフリカなど欧州に近い現行商圏への供給力の強化
にもつなげる。また、日本から北米への供給に比べて関
税など物流コストが抑えられるメリットを生かし、米国
向け高性能タイヤも生産し「新たな世界戦略を形成する
起点」（清水隆史社長）として欧州新工場をフル活用す
る。
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　これに対し、日本の国内工場ではセルビア工場への生
産移管で発生する生産余力を国内とアジア市場に振り
向ける。老朽化した設備を更新するなどし、同社が優位
性を持つ高付加価値タイヤを国内やアジア市場に供給
できるようにする。また、中国やマレーシアにおける委
託生産分を日本工場に生産移管して「グローバルでの配
給ミックスを変化させる」（清水社長）とともに、“グロ
ーバルハブ”と位置づけるマレーシア工場の柔軟性を高

める考えだ。
　同社では、23年に現状比800万本プラスの需給ギャッ
プが発生すると見込んでいる。収益の柱となる米国市場
で優先的に生産能力の増強を図っているが、生産能力が
足りないのが現状。セルビア工場が稼働することで欧州
市場での存在感を高めるとともに、供給体制を最適化し
グローバルでの増販につなげる。

【中国―資源】

石 油 製 品 、 今 年 ６ 回 目 の 値 下 げ
　中国国家発展改革委員会（発改委）は20日、国内の
石油製品価格を21日から引き下げると発表した。１ト
ン当たりの下げ幅はガソリンが210元（約3,160円）、
軽油が205元。石油製品の値下げは、増値税率の変更に
ともなう４月１日の改定を含めると今年に入り６回目
となる。

　国際的な原油価格の変動を反映した。石油製品の小売
価格は地域によって上限が異なるが、中国メディアによ
ると、92号ガソリンは全国平均で１リットル当たり
0.16元値下がりし、50リットル給油すると８元の負担
減となる。

【ベトナム―資源】

７ 月 の 石 油 製 品 輸 入 、 前 月 比 で ２ 倍 に
　ベトナム商工省によると、７月の石油製品の輸入量は
105万トン、金額は６億3,300万米ドル（約670億円）
余りで、前の２カ月に比べて急増した。６月と比べる
と、量・金額ともに２倍に増えた。19日付ＶＮエクスプ
レスが報じた。
　１～７月の輸入額は34億米ドル近くで、前年同期に
比べて約19億米ドル減少した。１トン当たりの平均価
格は664米ドルだった。

　同期間には、マレーシア、韓国、シンガポール、中国
からの輸入が多く、うちマレーシアからが154万トン
（９億1,600万米ドル）を占めた。韓国からは130万ト
ン近く（８億3,400万米ドル）。シンガポールからは130
万トン（７億4,600万米ドル）で、量は29％近く減った。
　中国、タイ、日本、台湾からの輸入が減る一方、香港
からの輸入が量で5.5倍、金額で4.3倍に増え、それぞ
れ563トン、26万米ドルとなった。

【オーストラリア―資源】

Ｌ Ｎ Ｇ 輸 出 で 日 本 が １ 位 、 日 中 韓 で 約 ９ 割
　調査会社エナジークエストがこのほど発表したデー
タによるとオーストラリアの液化天然ガス（ＬＮＧ）の
2018／19年度（18年７月～19年６月）の輸出先は、日
本が2,950万トンと輸出量の39％を占め、１位となっ
た。一方、２位は中国で日本と僅差の2,720万トンとな
り、シェアは36％だった。３位は韓国。東アジア３カ国
が９割近くを占めている形だ。ＬＮＧの報告書で明らか
になった。オーストラリアン・マイニングが伝えた。

　エナジークエストのベスーン最高経営責任者（ＣＥ
Ｏ）は、「強みは東アジアが世界で最も成長が速く規模
の大きいＬＮＧ市場であることだが、市場の多様化を図
れないことが弱み。ＬＮＧ輸出市場は少数の国や地域に
限られている上、日本や中国のＬＮＧ輸入先もオースト
ラリアに集中しているため、将来的にはＬＮＧの販売契

約量が上限に達する恐れがある」とした。
　また、オーストラリアから日本と中国に輸出されたＬ
ＮＧの95％は西オーストラリア州産と北部準州産が占
めた。また、中国のＬＮＧ輸入先国でオーストラリアは
46％と最も大きなシェアを占め、うち27％はクイーンズ
ランド（ＱＬＤ）州が占めた。ＱＬＤ州では、中国国営
の中国海洋石油（ＣＮＯＯＣ）や中国石油化工集団公司
（シノペック）が、ＱＬＤカーティスＬＮＧプロジェク
ト（ＱＣＬＮＧ）やオーストラリア・パシフィックＬＮ
Ｇプロジェクト（ＡＰＬＮＧ）に投資を行っている。
　東アジア３カ国以外の輸出先は、インド、マレーシ
ア、シンガポール、台湾、タイ、アラブ首長国連邦（Ｕ
ＡＥ）となっている。
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【ニュージーランド―資源】

政 府 、 ガ ソ リ ン 価 格 引 下 げ 対 策 に 着 手
　ニュージーランド（ＮＺ）政府がこのほど、高騰して
いるガソリン価格の引き下げに向けた対策に着手する
考えを明らかにした。商業委員会（ＣＣ）が、国内の燃
料小売り市場は競争性を欠き、国民のガソリン代負担は
過剰とする報告書の草案を発表したことを受けたもの。
地元各紙が伝えた。
　アーダン首相は、「ＮＺ人は過去10年にわたりガソリ
ン代を搾取されている」とし、前政権のようにこのまま
黙視することはできないと述べた。ＣＣはガソリン業界
の調査を引き続き進めるが、政府は同報告書の最終提言
がまとまり次第導入できる対策の検討を開始したとい
う。
　ＣＣは草案で、国内のガソリン各社は、国際的な同業

各社に比べて２倍の売り上げを計上することもあると
指摘。国内ガソリン各社の収益率が非常に高いことや、
地域によりガソリン代が大きく異なること、プレミアム
ガソリン代のマージンの拡大幅が他のガソリンより大
きいことなどから、本来あるべき市場競争性に欠けると
分析している。Ｚエナジー、英系ＢＰ、モービルオイル
ＮＺの国内燃料小売り大手３社が市場シェアの90％を
占め、海外同業が参入する余地が少ないとしている。
　ＣＣは、市場競争の健全化に向けた提言として、独立
系ガソリンスタンドが、大手各社との契約での権限を拡
大でき、大手のインフラ計画により容易に参画できる制
度の導入を検討しているもようだ。同報告書の最終提言
は12月初旬に行われる予定だ。

【米国―資源】

Ｎ Ｙ 原 油 市 況 、 2 0 日 は 小 幅 続 伸
　【ニューヨーク共同】20日のニューヨーク・マーカン
タイル取引所の原油先物相場は小幅ながら３営業日続
伸し、指標の米国産標準油種（ＷＴＩ）の９月渡しが前
日比0.13ドル高の１バレル＝56.34ドルで取引を終え
た。
　世界経済の減速懸念が広がる中、各国の景気刺激策に
対する期待が相場を支える一方、エネルギー需要の鈍化

を警戒した売りも出て、もみ合い圏で推移した。21日の
米週間石油統計の発表を前に、様子見ムードも広がっ
た。
　９月渡しの取引は20日で終了。取引量が最も多い10
月渡しは0.01ドル安の１バレル＝56.13ドルで取引を
終えた。

【タイ―金融】

オ リ コ 、 1 9 年 度 取 扱 高 を ８ 割 増 に 引 き 上 げ
　【日刊自動車新聞】オリエントコーポレーションは
2019年度、タイでの融資取扱高を18年度比８割増の約
270億円に引き上げる。主力の中古車ディーラー向け自
動車ローンを軸に新規融資を増やす。クルマを保有する
ユーザーを対象に、車両担保で資金を貸し出す新たなロ
ーン商品も早期の本格導入を目指している。主力商品と
新商品の両輪で、ユーザーのすそ野を広げ、ボリューム
拡大に弾みをつける。オリコにとってタイ事業は将来の
成長戦略を描く上でも重要なウェートを占める。タイの
取扱高を今年度、ほぼ倍増させることで、21年度を最終
とする中期計画の目標必達につなげる狙い。

　オリコはタイで事業基盤の拡充に力を入れている。こ
れまで都市部が中心だった営業拠点も地方部にも広げ
ているほか、現地スタッフの育成も進んでいる。こうし
た資産を生かして、新規融資の開拓を急ぐ計画。現地で

中古車ディーラーなどへのアプローチを強化し、加盟店
全体でオリコのローンを実際に実行している稼働率を
高める。
　加えて、既存の自動車ユーザーも取り込める商品も用
意していく。自動車ローンは車両の売買時を逸すると、
契約獲得のチャンスが極めて少なくなる。このため、保
有ユーザーを対象にした新商品も取り扱っていくこと
で、商機の拡大も図っていく。
　オリコはタイに進出して約３年で累積赤字を一掃す
るなど、右肩上がりで業績を伸ばしている。現地での同
社のシェアは数％程度であることを考慮すると、将来に
向けてさらに成長の余地があるとみている。今後も営業
網や人的な基盤の強化も進め、ライバルである現地の地
方銀行などとの競争に勝てる体制整備を加速していく
方針だ。
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【台湾―鉄鋼】

中 鋼 、 ４ Ｑ の 域 内 鋼 材 価 格 は 値 上 げ も
　台湾鉄鋼最大手の中国鋼鉄（ＣＳＣ、中鋼）の翁朝棟
董事長は19日、第４四半期（10～12月）の域内向けの
鋼材価格について、「前四半期から横ばいか値上がりの
流れにある」と述べ、値下げの可能性を否定した。日中
韓など周辺国の鉄鋼メーカーが値上げに踏み切ってい
ることなどが要因。20日付経済日報が伝えた。
　第４四半期の域内向け鋼材価格は23日に発表する。
証券筋は、日中韓の大多数の鉄鋼メーカーが値上げに踏
み切っているほか、原材料価格が高止まりしていること
から、中鋼には値上げの余地があると分析した。
　業界関係者は「年末前に鋼材価格が引き下げられる
と、在庫価値が下がり、顧客の資産が縮小する上、業界
の景気も悪化する」と指摘。今回の中鋼の値下げ回避
は、顧客にプラスの影響をもたらすとの見方を示した。
　中鋼傘下の中鋼炭素化学（チャイナスチールケミカ
ル、ＣＳＣＣ）も出資し、台塑関係企業（フォルモサプ

ラスチックグループ、台プラ）がベトナムで操業する製
鉄所の運営会社、フォルモサ・ハティン・スチール（台
塑河静鋼鉄工業、ＦＨＳ）はこのほど、10月の鋼材価格
を引き下げた。ＦＨＳの動きを受け、業界では中鋼が域
内向け鋼材価格も値下げに動くとの観測が広がってい
た。
　

豊興は値下げ
　
　台湾電炉大手の豊興鋼鉄は同日、鉄スクラップと鉄筋
の価格をそれぞれ１トン当たり200台湾元（約680円）
引き下げた。直近５週間は横ばいを保っていたが、需要
低下や国際的な原材料価格の下落を受けて、値下げに踏
み切ったとみられる。

【韓国―繊維】

化 学 繊 維 の 暁 星 「 脱 日 本 依 存 」 強 化 、 政 府 も 支 援
　【ソウル共同】化学繊維などに強い韓国の中堅財閥、
暁星グループは20日、2028年までに炭素繊維の生産ラ
インへ計１兆ウォン（約880億円）を投資し、世界市場
でのシェアの10％獲得を目指すと発表した。日本の輸出
規制強化後、韓国は日本製素材への依存からの脱却と国
産化を進める方針を掲げており、発表の場に同席した文
在寅大統領も支援を表明した。
　暁星の計画では、炭素繊維の生産量を年2,000トンか

ら２万4,000トンへ大幅に拡充する方針。炭素繊維は航
空機や自動車に用いられ、日本企業が世界有数の技術を
持つ。暁星は業界では後発に当たる。
　文氏は「炭素繊維は高成長産業で、関連産業の競争力
も大きく高めることができる」とし、韓国政府として技
術開発や人材の育成を積極的に支えていく考えを示し
た。

【欧州―鉄鋼】

金 の 年 間 平 均 価 格 上 昇 予 測 ＝ 英 国 調 査 会 社
　【日刊鉄鋼新聞】英国の貴金属市場調査会社リフィニ
ティブ・ＧＦＭＳが20日、都内で貴金属の市場動向と
今後の見通しについてセミナーを開いた。金市場につい
て解説したキャメロン・アレクサンダー氏（貴金属調査
部門責任者）は国債の利回り低下と株式市場の頭打ち感
から投資対象として金の魅力は高まるとみており、「予
想されている米連邦準備理事会（ＦＲＢ）による利下げ
など米国経済環境の変化や欧州や中国の減速感など、不
確実性の高まりが金価格をサポートする」と話した。年
間平均価格は、2018年が１オンス1,268ドルに対し、19
年が1,390ドル、20年が同1,460ドル、21年が同1,515
ドルと予測した。
　キャメロン氏は、19年の金の現物需給バランスを501
トンの余剰（前年は324トンの余剰）と予測し、ＥＴＦ
（上場投資信託）の在庫積上げを加味した正味バランス
は330トンの余剰（同289トンの余剰）と見通した。
　総供給量は、世界の鉱山生産量およびスクラップ供給
量増加によって供給量全体が上昇するとし、同比３％増
の4,607トンと予測。現物需要は、宝飾品と小口投資で

増加を見込むものの、その他需要の減少から同比１％減
の4,106トンと予測した。
　プラチナ、パラジウムについて解説したヨハン・ウィ
ーベイ氏（リード・アナリスト）は、プラチナ需給につ
いて「排ガス規制強化などにより自動車触媒用需要は増
加。供給量は、鉱山生産量が減少する一方でスクラップ
供給量が増加し、横ばいないし小幅増」と話し、19年は
7.4トンの供給過剰（18年は4.9トンの供給過剰）と予
測した。19年の南アフリカ鉱山の供給量は130.7トンと
した（18年は134.3トン）。
　一方、パラジウムは19年は57.3トンの供給不足（18
年は52.8トンの供給不足）と予測。「排ガス規制強化に
より欧州・中国を中心に自動車触媒用需要が旺盛となっ
ており、19年からも供給不足は拡大に向かっている」と
見通しを示し、19年の需要は341.5トン（同比２％増）
と予測した。
　同セミナーは、同社が毎年発行する「ゴールド・サー
ベイ」など貴金属調査報告書の日本語ダイジェスト版を
発行する田中貴金属工業が開催したもの。
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【日本―鉄鋼】

大 木 伸 銅 の 今 期 生 産 、 １ 千 ト ン の 下 方 修 正
　【日刊鉄鋼新聞】大木伸銅工業は2019年１～12月期
の生産見通しを、前期比８％減の２万9,000トンに下方
修正した。当初予算では同５％減の３万トンとしてお
り、約1,000トンの下振れ。上期に水栓金具向けの販売
が想定を下回ったことなどから、見通しを改めた。上期
（１～６月）の生産数量は前年同期比同9.2％減の１万
4,400トン。下期（７～12月）については同７％減の１
万4,600トンとみている。
　上期は水栓金具向けの需要が顧客の在庫調整などの

影響からが盛り上がりに欠け、流通向けの販売も減少。
加えて輸出が中国向けを中心に減速したほか、自動車向
けの販売も想定を下回った。バルブ向けについては法令
で定められた点検期間の関係でＬＰＧ用が増えたが、機
械設備関連の需要は軟調。上期の状況を勘案し当初見通
しを修正した。下期に入り水栓金具向けは回復感が出て
きたが、米中貿易摩擦の影響などで機械設備向けの需要
見通しが不透明となっている。

【韓国―車両】

経 営 難 の 韓 国 Ｇ Ｍ 、 労 組 が ス ト 決 行
　米ゼネラル・モーターズ（ＧＭ）の韓国法人、韓国Ｇ
Ｍの労働組合が、賃金交渉を巡り20～21日に部分スト
ライキを行うことを決めた。業界では経営環境が悪化す
る中でのスト決行に対する懸念の声が挙がっている。韓
国経済新聞が伝えた。
　労組は12万3,526ウォン（約１万876円）のベース
アップ、通常賃金の250％の成果給、650万ウォンの激
励金を会社側に要求。2018年に縮小された福利厚生の見
直しなども求めているが、会社側は現状での賃上げや福

利厚生の見直しは困難との立場だ。
　韓国ＧＭは昨年に群山工場（全羅北道）を閉鎖した
が、内需市場での不振が続いている。国内での販売台数
は17年１～７月の８万3,510台から今年１～７月は４
万 2,352台と半減。生産台数も 32 万 626台から 26 万
3,133台に減少した。
　ＧＭ本社は大々的な構造調整を行っており、韓国ＧＭ
労組の強硬な姿勢によりＧＭ本社が韓国工場の構造調
整を検討する可能性もあると懸念されている。

【日本―経済】

在 留 資 格 取 り 消 し 倍 増 、 技 能 実 習 1 9 倍 に ＝ 1 8 年
　【共同】出入国在留管理庁は21日付で、入管難民法
に基づく2018年の在留資格取り消し件数を発表した。
管理を厳格化した新制度適用や取り締まり強化で、過去
最多だった前年の385件から２倍以上の832件へと大
幅に増加した。資格別では「留学」が172件から412件
に、「技能実習」が８件から19倍の153件に急増。この
二つで全体の７割近くを占めた。

　来日外国人を巡っては、就労目的と知りながら留学名
目で受け入れる教育機関の存在や、低賃金や長時間労働
を理由に技能実習生の失踪が相次いでいることが社会
問題になっている。政府は外国人の資格外活動の取り締
まりとともに、悪質な教育機関や実習生受け入れ先の排
除を進める方針。
　入管庁によると、留学生が学校を除籍された後にアル
バイトをしていたり、実習先から失踪した技能実習生が

別の場所で働いていたりしたケースがあった。偽装結婚
を含む「日本人の配偶者等」の資格取り消しも80件あ
った。
　国籍・地域別では、ベトナムが全体の半数の416件で
最多。中国152件、ネパール62件、フィリピン43件と
続いた。
　認められた在留資格に基づく活動を一定期間以上し
ていない場合、資格は取り消される。17年からは、期間
に関係なく、資格に基づく活動をせず、別の活動をして
いる場合も取り消される新制度の運用が始まった。入管
庁の担当者は「新制度の積極運用で取り消しが増えた。
今後も力を入れていく」と話している。
　在留資格は、虚偽の書類提出など在留資格に疑義が生
じた場合、本人の意見を聴いた上で、法相か委任を受け
た地方出入国在留管理局長が資格を取り消すかどうか
判断する。取り消されると強制的な退去などとなる。
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【米国―鉄鋼】

米 鉄 鋼 大 手 ２ 百 人 一 時 解 雇 、 需 要 低 迷 で
　【ニューヨーク共同】ロイター通信は20日、米鉄鋼
大手ＵＳスチールが米中西部ミシガン州の製鉄所で最
大200人を一時解雇する計画だと報じた。自動車向けの
需要減や価格下落で経営環境が悪化しているためだ。一
時解雇は６カ月以上に及ぶ可能性があるという。

　ＵＳスチールは昨年、トランプ米政権による鉄鋼の輸
入制限で米国製鋼材の需要が拡大するとして、約800人
を追加雇用して中西部イリノイ州にある高炉の操業を
再開したが、人員削減に追い込まれた。

【韓国―運輸】

大 韓 航 空 が 日 本 便 大 幅 縮 小 、 不 買 運 動 も 拡 大
　【ソウル共同】大韓航空は20日、日本と韓国を結ぶ
路線を大幅に見直すと発表した。９月16日から釜山―
関西、11月以降に済州―成田、済州―関西をそれぞれ運
航休止とするほか、９月下旬から11月中旬まで仁川―
小松、仁川―鹿児島を、９月下旬から10月下旬まで仁
川―旭川をそれぞれ一時的に運航を休止するとしてい
る。

　韓国国内では日本政府による輸出規制強化問題が影
響し、不買運動が拡大。日本製品の売り上げも急減して
いる。ビールの輸入額は日本産が「不動の１位」を維持
してきたが、３位に転落。人気だった日本への旅行自粛
ムードも広がり、世論調査で８割が「今年は行かない」
と回答した。

　日韓対立が続けば、日本の企業や観光地に深刻な影響
が及ぶ可能性がある。
　一方、韓国メディアは19日、日本政府が輸出規制を
７月から強化した韓国向けの半導体材料３品目のうち、
感光剤の「レジスト」の輸出の許可が出たと報じた。許
可が確認されたのは２度目とみられる。
　大韓航空の大幅な路線見直しは、訪日客のキャンセル
が相次ぎ、収益性が低下したのが理由だ。日本の地方空
港と韓国を結ぶ他の路線でも減便を計画している。同航
空は７月に釜山―札幌線の運航停止を発表していた。
　日本との路線を見直す代わりに、フィリピンやベトナ
ム、タイなどの東南アジアや、中国との路線を大幅に拡
充する計画。韓国航空会社の運休や減便の動きは、アシ
アナ航空や格安航空会社（ＬＣＣ）でも相次いでいる。

【ミャンマー―経済】

米 中 貿 易 摩 擦 追 い 風 に 、 日 本 企 業 の 移 転 期 待
　【ヤンゴン共同＝斎藤真美】米中両国が互いの輸入品
に追加関税をかけ合う貿易摩擦が長期化する中、日本企
業50社以上が進出するミャンマーの経済特区が、中国
からの生産移転先として脚光を浴びている。ミャンマー
政府は、中国に過度に依存してきた企業が生産体制を見
直し、東南アジアに拠点を移す動きを追い風に、投資を
呼び込む意向だ。

　最大都市ヤンゴン近郊に広がる「ティラワ経済特区」。
広さは583ヘクタールで、東京ドーム100個分以上だ。
日本の政府開発援助（ＯＤＡ）で開発が進み、計107社
が進出する。その半数を日本企業が占める。昨年以降、
中国本土、香港、台湾などからの視察が増えたという。
　ミャンマーの賃金は東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡ
Ｎ）で最低水準。特区の開発を担うミャンマー・ジャパ
ン・ティラワ・デベロップメント（ＭＪＴＤ）の清水禎
彦社長は「ティラワがベトナムなどに続くリスク分散の
受け皿になる可能性は高い」と話す。
　20日にはヤンゴンで日米両国と共催の投資フォーラ

ムが開かれた。
　これまで米国輸出を手掛ける台湾や韓国のメーカー
が特区への投資を決めた。中国の工場でカーテンを製造
している台湾の億豊総合工業（ニエンメイド）の担当者
は「カーテン製品が米国の追加関税の対象になれば、ミ
ャンマーかカンボジアで生産したい」と話す。
　２年前に進出したカメラ三脚専業メーカー、ベルボン
（東京）は追加関税対象になったモデルの一部を中国か
ら生産移管する方向で試作品を準備する。現地法人の岡
田健取締役は「生産性や原料調達に課題はあるが、ミャ
ンマー拠点を生かしたい」と語った。
　特区は今後の拡張で面積が2015年の開業時の２倍以
上になる。中国の新車市場縮小が懸念される中、トヨタ
自動車も今年５月に工場建設計画を発表した。
　ミャンマー全土の電化率は今なお50％以下で、電力不
足が事業拡大の足かせだ。多くの工業団地で計画的なイ
ンフラ整備が進んでいないが、ティラワは電源が安定し
停電も少なく、製造業の進出を後押ししている。
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【台湾―経済】

７ 月 の 輸 出 受 注 ３ ％ 減 に 、 ９ カ 月 連 続
　台湾の経済当局が20日発表した７月の輸出受注額は、
前年同月比３％減の 405 億 3,000万米ドル（約４兆
3,000億円）だった。前年同月比でのマイナスは９カ月
連続。米中貿易摩擦の影響が続いており、主力の米国、
中国向けがともに不振。主要製品は全てがマイナス成長
を記録した。ただ前月比では上向きが見られた。

　前月比では5.3％増え、季節調整を踏まえると1.4％
増。６カ月ぶりに単月の受注が400億米ドルを回復し
た。
　製品別では主要７品目の全てが前年同月比で落ち込
んだ。このうち金額最大の「情報通信製品」は前年同月
比3.2％減の111億1,000万米ドルだった。前月にノー
トパソコンの前倒し受注が一部で発生した反動を受け
たほか、サーバーの需要も伸び悩んだ。受注は米国が２
億3,000万米ドル、欧州は１億3,000万米ドルそれぞれ
減少した。
　「電子製品」は1.3％減の105億6,000万米ドルだっ
た。メモリーなどの在庫調整に伴い、製品の価格が下落
し、受注額も伸び悩んだ。ただコンシューマー・エレク
トロニクス製品の需要期を前に、ファウンドリー（半導
体の受託製造）やＩＣ設計などの業者が受注を増やし、
悪材料の一部を埋めた。中国（香港含む、以下同）から
は１億1,000万米ドル減った。
　「光学器材」は8.8％減の19億3,000万米ドル。パネ
ル市場の供給過多を受けた価格の下落が響いた。中国か
らは１億9,000万米ドル減少した。
　「基本金属」は16.1％減の21億5,000万米ドルとな
った。欧米の関税発動と国際鉄鋼価格の下落が悪材料。
米国から１億5,000万米ドル、欧州から7,000万米ドル
それぞれ減少した。
　「機械」は19.7％減の16億7,000万米ドルとなり、
下げ幅最大だった。米中貿易摩擦による市場の様子見ム
ードが続いた。中国からは１億7,000万米ドル減。米国
からも１億米ドル減らした。
　「プラスチック・ゴム」は7.4％減の19億2,000万米
ドル、「化学品」は5.3％減の18億5,000万米ドルだっ
た。ともに米中摩擦と国際原油価格の下落が受注額を減
らした。
　一方、前月比で見ると、７項目全てがプラス成長を記
録した。このうち電子製品は6.4％増と好調だった。
　

日本が唯一プラス
　
　地域別では、最大市場の米国からが前年同月比1.6％

減の115億5,000万米ドルとなり、前月からマイナスに
転じた。情報通信製品（5.1％減）と基本金属（24.6％
減）が足を引っ張った。
　中国からは6.3％減の102億6,000万米ドル。光学器
材（12.5％減）と機械（29％減）の下げ幅が大きかった。
　欧州は1.8％減の75億4,000万米ドルで、情報通信製
品（3.6％減）と基本金属（14.9％減）が伸び悩んだ。
東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）からは8.1％減の38
億米ドルだった。鉱物製品が３割減った。
　日本からは0.7％増の25億8,000万米ドルと、主要市
場で唯一プラスを記録した。ゲーム機を主体とするその
他製品が12.7％（8,000万米ドル）増え、全体を押し上
げた。
　地域別の前月比は米国（1.3％減）を除いてプラス。
日本は前月比9.6％増加した。
　

下げ幅縮小の流れ
　
　１～７月の輸出受注額は前年同期比６％減の 2,633
億9,000万米ドル。下げ幅は１～６月から0.5ポイント
縮小した。主要製品７品目、主要５市場は全てマイナス
だった。
　日本からは２％減の157億8,000万米ドルとなり、下
げ幅は１～６月から0.5ポイント縮めた。
　

８月上向きか
　
　経済当局は、メーカーの18.1％が「８月の輸出受注額
は前月比で増加する」、23.4％は「減少する」との見方
をそれぞれ示したことを紹介した上で、「８月の輸出受
注額は前月比で増加する」と予測した。中でも情報通信
製品と電子製品、光学器材が伸びるとみている。
　今後については従来の見方を繰り返し、「米中摩擦な
どといった悪材料はあるものの、新型コンシューマー・
エレクトロニクス製品の販売が伸びる時期に入ったこ
とや、車載用電子、第５世代（５Ｇ）移動通信システ
ム、人工知能（ＡＩ）など新興産業の応用が広がってい
ることもあり、輸出受注は次第に回復する」と指摘した。
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【シンガポール―経済】

２ Ｑ 経 済 成 長 率 が 軒 並 み 停 滞 、 東 南 ア ジ ア
　東南アジア経済が伸び悩んでいる。内需は全体的に底
堅い一方、外需の悪化で輸出が落ち込んでいることが背
景にある。主要６カ国の2019年４～６月期の実質国内
総生産（ＧＤＰ）成長率は、マレーシアを除く５カ国で
前四半期より鈍化した。エコノミストからは、来年まで
停滞するとの見通しが出ている。

　４～６月期のＧＤＰ成長率は、輸出依存度の高い国を
中心に大幅に減速した。シンガポールは前年同期比
0.1％と10年ぶりの低水準を記録。タイは2.3％で５年
ぶりに低い水準だった。
　両国政府はいずれも19年通年の経済成長見通しを下
方修正。シンガポールが1.5ポイント低下の前年比0.0
～1.0％、タイが0.6ポイント低下の2.7～3.2％となっ
た。
　同じく輸出依存度の高いマレーシアは、内需の成長を
支えに４～６月期は前年同期比4.9％と前期から0.5ポ
イント加速した。ただ輸出の伸びは0.1％にとどまった。
　輸出依存度の低いインドネシア、フィリピンも４～６
月期はさえない結果となった。インドネシアは5.05％と
なり、前期から微減。個人消費が加速した一方で、投資
が伸び悩んだ。フィリピンは5.5％で、４年３カ月ぶり
の低水準を記録。政府予算の成立が遅れたことや、中間
選挙の影響で公共投資が停滞した。
　エコノミストらが口をそろえて「唯一好調」と評価す
るベトナムは6.7％となり、前期から0.1ポイント減速
した。高成長率を維持しているが、外需の悪化が重しと
なった。
　三菱ＵＦＪ銀行経済調査室シンガポール駐在シニア・
エコノミスト、土屋祐真氏はＮＮＡに対し、「東南アジ
ア経済は底堅い内需と悪化する外需が対照的」とコメン
ト。世界経済の減速に伴う輸出の不振が各国のＧＤＰの
下押し要因になっていると指摘した。４～６月にＧＤＰ
の伸びが加速したマレーシアについても「輸出は減って
おり、今後は減速する」との見方を示した。
　各国で輸出が不振となっている背景には、中国経済の
減速とＩＴ関連製品の貿易停滞がある。みずほ総合研究
所のエコノミスト、松浦大将氏は「世界のＧＤＰの約
15％を占める中国はアジア経済に強い影響を持ってお
り、同国の減速がアジアの成長鈍化、世界経済の鈍化に
つながっている」と述べた。
　電子部品や半導体などＩＴ関連貿易は18年後半から
需要サイクルの減退期に入っているが、19年半ばになっ
ても回復を見せていない。三菱ＵＦＪの土屋氏は「17～
18年に好調だった反動で、需要サイクルの回復期が来る
のが遅れている」と分析した。
　みずほ総研の松浦氏は「米中貿易摩擦の激化が不安要
素となっており、19年後半に回復が見込まれるものの先
行きは不透明」との見通しを示した。日韓関係の悪化も

不安要素の一つと付け加えた。
　　

　

通年、６カ国全てで減速へ
　
　19年通年の６カ国の経済成長は、18年比で減速する
との見通しが有力だ。世界銀行が６月、アジア開発銀行
（ＡＤＢ）と東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）プラス
３（日中韓）マクロ経済調査事務局（ＡＭＲＯ）が７月
に公表した各国の経済成長見通しは、フィリピンを除く
５カ国で減速または横ばいとなっている。
　みずほ総研が今月13日に公表した最新の予測では、
６カ国全てで減速する見込み。三井住友銀行のエコノミ
スト、鈴木浩史氏と三菱ＵＦＪの土屋氏も今回、６カ国
全てで18年の伸びを下回るとの見解を示した。
　４～６月期のＧＤＰ発表に伴い、政府予測または目標
値を下方修正したのはシンガポールとタイの２カ国の
み。残る４カ国は従来の数値を据え置いたが、どの国も
鈍化は免れないようだ。
　松浦氏はＡＳＥＡＮの外部環境について、「中国経済
は景気刺激策の効果が表れ始めたため、今後少しずつ回
復する。一方で米国経済の減速という新たなリスクが懸
念される」と指摘。域内主要６カ国の成長率は20年に
かけて、18年を下回る水準が続くとの見通しを明らかに
した。
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【タイ―ＩＴ】

Ａ Ｉ Ｓ 、 ５ Ｇ 対 応 の 車 両 監 視 シ ス テ ム 発 表
　タイの携帯通信最大手アドバンスト・インフォ・サー
ビス（ＡＩＳ）はこのほど、第５世代（５Ｇ）移動通信
システムに対応した車両監視システムを南部ソンクラ
ー県で発表した。政府や教育機関と協力して進める南部
のデジタル技術・関連サービス強化事業の一環。20日付
バンコクポストが伝えた。
　同システムでは、街中に設置された監視カメラの映像
データを人工知能（ＡＩ）を使って分析し、５Ｇのネッ
トワークを通じて中央管理室に転送する。ナンバープレ
ートや車両のモデル、色、外観などを分析し、各地にリ
アルタイムでリスク通知などを配信できるという。同社

は併せて、５Ｇネットワークを活用して遠隔操作が可能
な自動運転車両も披露した。
　ＡＩＳのコンシューマービジネス事業のプラタナ最
高責任者によると、同社は南部を重点戦略地域に位置づ
けている。全国の基地局８万カ所余りのうち南部に
5,732カ所あり、14県の 1,000余りの行政村（タンボ
ン）で３Ｇと４Ｇサービスを提供している。4,000カ所
余りの販売拠点を構え、顧客数は570万件で、全国の顧
客数の14％を占める。同社は、ソンクラー県のプリン
ス・オブ・ソンクラー大学と協力し、５Ｇの試験実施に
向けた準備を進めている。

【インドネシア―運輸】

首 都 の 道 路 料 金 徴 収 シ ス テ ム 、 再 入 札 を 実 施
　インドネシアのジャカルタ特別州政府は、交通渋滞緩
和のため街の中心部に進入する車から利用料を徴収す
る道路料金自動徴収システム（ＥＲＰ）の入札をやり直
すことを決めた。最高検察庁が先に、入札過程に不適切
な点があったとして再入札の実施を勧告したためだ。当
初、ＥＲＰの導入は年内に予定されていたが、2021年以
降にずれ込む見通しだ。20日付インベストール・デーリ
ーが伝えた。

　州運輸局のシャフリン局長によると、入札手続きは１
日に中止、アニス州知事が再入札の実施を決めた。入札
に関する書類の見直しを来年に行うため、再入札は21
年になる見通し。
　アニス州知事はＥＲＰ導入で採用する技術について、
通信・情報省情報アプリケーション局や州運輸局と再検
討していると説明。「時代に見合った最新技術を活用し
たい」と述べた。

【日本―経済】

東 京 円 、 1 0 時 は 1 0 6 円 台 前 半
　【共同】21日午前の東京外国為替市場の円相場は、１
ドル＝106円台前半で取引された。
　午前10時現在は前日比13銭円高ドル安の１ドル＝
106円33～34銭。ユーロは09銭円安ユーロ高の１ユー
ロ＝117円95～99銭。
　前日の海外市場で米国の長期金利が低下し、日米の金

利差が縮小したことで、円を買ってドルを売る動きがや
や優勢となった。
　市場では、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の議事
録公表を前に「今後の利下げに対する姿勢を見極めよう
ともみ合いになっている」（外為ブローカー）との声が
あった。

【日本―運輸】

日 航 サ ー チ ャ ー ジ 値 下 げ 、 1 0 月 発 券 分 か ら
　【共同】日本航空は20日、国際線の利用客が航空券
購入時に支払う燃油特別付加運賃（燃油サーチャージ）
を、10月発券分から値下げすると発表した。算定根拠と
なる燃料価格が下がったことなどが要因。ＡＮＡグルー
プも同様の値下げを19日に公表している。
　北米、欧州路線は片道3,500円安い１万500円、イン

ド、ハワイは2,500円安い6,000円、タイ、マレーシア
は2,000円安い4,500円となる。グアム、フィリピンは
1,000円引き下げ3,000円、中国、台湾は1,000円安い
2,500円、韓国は半額の500円。
　燃油サーチャージは燃料の高騰分の負担を旅客に転
嫁する制度。
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日 韓 企 業 6 2 ％ 「 実 害 を 懸 念 」
収束見通し、日系が悲観的見方

　【前編】日韓関係の悪化を受けて、ＮＮＡと韓国紙・
亜洲経済新聞は両国でビジネス展開する企業（在韓日
本企業64社、在日韓国企業74社）への影響について
アンケート調査した。その結果、日韓企業の61.6％が
「実害は避けられない」とみていることが分かった。事
態収束の見通しについては、日系企業の５割が「来年
以降も続く」と回答するなど、韓国企業より悲観的に
見ている。

　日本政府が７月１日に半導体素材３品目について韓
国への輸出管理強化を発表してから、１カ月半が過ぎ
た。日本政府は「安全保障上の措置」としたが、韓国
側は元徴用工訴訟問題への「経済的報復」として対抗。
日本が韓国を「ホワイト国（優遇対象国）」から除外す
ると発表したのに対し、韓国も同じく日本をホワイト
国から外すと決定するなど、対抗措置の応酬となりつ
つある。
　　

　

日系：「ボイコット」や国産化を注視
　
　今回の日韓対立による「ビジネスへの影響」を尋ね
た質問に対しては、日系企業の12.5％が「すでに実害
が出ている」と回答。「実害が出る恐れがある」も
56.3％に上った。「影響なし」は31.2％だった。

　すでに出ている実害としては、「不買運動の対象にな
っている」（製造）や「日韓交流を目的とした団体のキ
ャンセルが出ている」（運輸）などの声が寄せられた。
小売りや観光業界を中心に続く日本製品を買わない、
日本に行かないという「ボイコット・ジャパン」運動
の影響が出ている。

　日本による韓国のホワイト国除外の決定後、韓国政
府はいち早い対応として部材の調達先の多角化ととも
に、100の戦略品目について５年以内の「脱日本依存」
を推進すると発表。フッ化水素など調達が困難になる
可能性のある20品目については１年以内の国産化を
達成する計画としている。現実的には難しい品目が多
いとの見方が多いが、当事者である日本企業としては
その動きを注視しているようだ。

　今回の回答の中にも「（韓国メーカーによる）国産化
を進めている」（卸売業）、「素材の『脱日本化』が少し
ずつ進むと予測している」（電子素材製造）など、韓国
企業の動きに危機感を覚えるとの回答が目立った。　
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韓国：観光・航空でブーメラン
　
　韓国企業では、「影響なし」は44.6％と日本より多
いものの、10.8％が「すでに実害が出ている」、44.6％
が「実害が出る恐れがある」と回答。やはり日韓対立
でビジネスへの影響を懸念する声は高まっているよう
だ。

　韓国企業で「すでに実害が出ている」との回答が最
も多かったのは観光・航空業界。韓国でのボイコット
運動が韓国企業に打撃を与えているという構図で、「間
接的な被害を被っている」との答えが多かった。とり
わけ、各航空会社が軒並み売り上げを下げている。

　今後については「日本の輸出管理の強化やホワイト
国除外による影響拡大」を懸念する声が多い。韓国企
業による素材調達先の多様化の動きについては、「日本
と取引するよりコストがかかるため、損失が発生する
のではないか」との見方もある。
　

事態の見通しは日系が「悲観的」
　
　両国の主張はまったくかみ合わず、対立を解決する
糸口は見えていない。それを反映するかのように、今
回の事態がいつまで続くかという質問について日系企
業は「来年以降も続く」（48.4％）が最も多かった。
　　

　長期化の理由としては「今回は出口が見えない気が
する」（電気・電子商社）、「落としどころが見えず、先
行きがかなり不透明」（製造業）などが挙がった。

　これに対し、韓国企業で最も多かったのは「数カ月
は続く」で55.4％。事態のゆくえについては、在韓日
系企業よりもやや楽観的に見ている。
　

日韓ともビジネス展開は「様子見」
　
　日系企業の韓国ビジネスの今後の展開については、
「当初の計画通りに展開」が32.8％、「しばらくは様子
見を続ける」が60.9％と、先行き不透明感は高まって
いるものの、当面は経営方針を大きく変えないとの意
見が９割以上に上った。ただ、「人員削減など縮小も検
討」は３社、「韓国市場からの撤退も視野」も１社あっ
た。

　当面の対応としては、「現時点では具体的な対策はな
い」や「冷静に推移を見守るのみ」といった静観する
姿勢が目立つ。不買運動の過熱もあり、広告やイベン
トの実施、新商品の発売などはできるだけ先延ばしし、
今は粛々と目の前の仕事に集中するほかないとの立場
だ。

　韓国企業の日本でのビジネスの展開も、日本とほぼ
同じ反応だった。「しばらくは様子見を続ける」が
67.6％で最も多く、次が「当初の計画通り展開」
（31.1％）だった。韓国の場合、現時点で「日本市場か
らの撤退も視野」と回答した企業はゼロだった。

　今後も、日本による韓国のホワイト国除外後の反発
が予想されるほか、元徴用工訴訟問題に伴う日本企業
の資産売却による現金化など、両国がぶつかる要素は
多々ある。その中で企業としてはどう乗り切るかに力
点を置いて事業展開せざるを得ないようだ。
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海外主要市場の商品市況

（Bloombergより作成）

取引所・時間 銘柄 直近値 前日比 取引所・時間 銘柄 単位 直近値 前日比

銅先物 5734.00 -40.00 WTI原油先物 バレル 56.29 0.08
銅現物 5725.00 -20.50 ＮＹＭＥＸ 天然ガス先物 MMBTU 2.19 -0.02 
アルミニウム先物 1793.00 -1.00 (20日6時40分) ガソリン先物 ガロン 166.10 -0.34 
アルミニウム現物 1763.00 3.50 灯油先物 ガロン 183.57 0.26
すず先物 16440.00 -35.00 ＣＯＭＥＸ 金先物 トロイオンス 1514.20 2.60

ＬＭＥ すず現物 16480.00 -119.25 (20日6時40分) 銀先物 トロイオンス 16.99 0.05
(20日11時40分) 鉛先物 2051.50 -2.50 SICOM(20日18時40分) ゴムRSS３先物 キログラム 151.00 -1.50 

鉛現物 2051.25 12.75 シカゴ 小麦先物 ブッシェル 473.50 1.00
ニッケル先物 15860.00 -60.00 (20日5時40分) 大豆先物 ブッシェル 873.75 7.25
ニッケル現物 16005.00 -85.00 トウモロコシ先物 ブッシェル 378.25 3.75
亜鉛先物 2238.50 -23.50 ICE(20日6時40分) 砂糖先物 ポンド 11.44 -0.03 
亜鉛現物 2250.50 1.25 日本(20日19時40分) ナフサ先物 トン 469.50 7.12
亜鉛先物 18630.00 20.00 ﾄﾞﾊﾞｲ(20日14時40分) ドバイ原油 バレル 58.77 1.17
金先物 344.90 -1.65 ﾛﾝﾄﾞﾝ(20日11時40分) 北海ブレント バレル 59.44 -0.05 

上海 鉛先物 16815.00 120.00 　ＳＩＣＯＭ＝シンガポール商品取引所

(20日18時40分) 銅先物 46590.00 160.00 　ＩＣＥ＝インターコンチネンタル取引所 （アメリカ/アトランタ）

鋼線先物 3989.00 -12.00 　※括弧内のデータ取得時間はいずれも現地時間

アルミニウム先物 14380.00 100.00 　※限月はＬＭＥ先物が３カ月、そのほかは中心限月

　ＬＭＥ＝ロンドン金属取引所 　※ＬＭＥ、上海の単位：上海・金（グラム）を除き全てトン

　ＮＹＭＥＸ＝ニューヨーク・マーカンタイル取引所　　　　 　※値：ＳＩＣＯＭ、シカゴは米セント。上海は中国元。それ以外は米ドル

　ＣＯＭＥＸ＝ニューヨーク商品取引所

■為替クロスレート

通貨＼ｺｰﾄﾞ JPY USD EUR GBP CNY HKD TWD KRW THB VND MMK MYR SGD IDR PHP INR AUD NZD
日本円 0.0094 0.0085 0.0077 0.0664 0.0737 0.2949 11.3460 0.2894 218.165 14.32363 0.0393 0.0130 134.069 0.4917 0.6740 0.0139 0.0147
米ﾄﾞﾙ 106.3630 0.9026 0.8245 7.0614 7.8425 31.3715 1207.63 30.7845 23204.5 1523.500 4.1830 1.3858 14259.8 52.3015 71.7080 1.4757 1.5606
ﾕｰﾛ 118.115 1.1080 0.9135 7.8238 8.6892 34.7587 1338.02 34.1083 25709.9 1687.99 4.6346 1.5355 15799.4 57.9485 79.4504 1.6350 1.7291
英国ﾎﾟﾝﾄﾞ 129.307 1.2129 1.0947 8.5647 9.5121 38.0505 1464.73 37.3385 28144.7 1847.85 5.0736 1.6809 17295.7 63.4365 86.9747 1.7899 1.8929
中国人民元 15.0621 0.1416 0.1278 0.1168 1.1106 4.4427 171.020 4.3596 3286.13 215.752 0.5924 0.1963 2019.42 7.4067 10.1550 0.2090 0.2210
香港ﾄﾞﾙ 13.5622 0.1275 0.1151 0.1051 0.9004 4.0002 153.986 3.9254 2958.83 194.263 0.5334 0.1767 1818.28 6.6690 9.1435 0.1882 0.1990
台湾ﾄﾞﾙ 3.3907 0.0319 0.0288 0.0263 0.2251 0.2500 38.4945 0.9813 739.668 48.5632 0.1333 0.0442 454.546 1.6672 2.2858 0.0470 0.0497
韓国ｳｫﾝ 0.0881 0.0008 0.0007 0.0007 0.0058 0.0065 0.0260 0.0255 19.2149 1.26156 0.0035 0.0011 11.8081 0.0433 0.0594 0.0012 0.0013
ﾀｲﾊﾞｰﾂ 3.4549 0.0325 0.0293 0.0268 0.2294 0.2548 1.0191 39.2285 753.772 49.4892 0.1359 0.0450 463.214 1.6990 2.3294 0.0479 0.0507
ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ 0.0046 0.00004 0.00004 0.00004 0.00030 0.00034 0.0014 0.052 0.0013 0.06566 0.0002 0.0001 0.6145 0.0023 0.0031 0.00006 0.0001
ﾐｬﾝﾏｰﾁｬｯﾄ 0.0698 0.00066 0.00059 0.00054 0.00463 0.00515 0.02059 0.79267 0.02021 15.2310 0.0027 0.0009 9.3599 0.03433 0.04707 0.00097 0.00102
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ 25.4244 0.2391 0.2158 0.1971 1.6881 1.8748 7.4998 288.699 7.3594 5547.33 364.212 0.3313 3408.99 12.5033 17.1427 0.3528 0.3731
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 76.7492 0.7216 0.6513 0.5949 5.0954 5.6590 22.6373 871.413 22.2138 16744.1 1,099.34 3.0184 10289.72 37.7402 51.7437 1.0648 1.1261
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ 0.0075 0.00007 0.00006 0.00006 0.00050 0.00055 0.0022 0.0847 0.0022 1.6273 0.10684 0.0003 0.0001 0.0037 0.0050 0.0001 0.0001
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.0336 0.0191 0.0173 0.0158 0.1350 0.1499 0.5998 23.0898 0.5886 443.668 29.1292 0.0800 0.0265 272.646 1.3711 0.0282 0.0298
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 1.4838 0.0139 0.0126 0.0115 0.0985 0.1094 0.4375 16.841 0.4293 323.597 21.2459 0.0583 0.0193 198.86 0.7294 0.0206 0.0218
ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾄﾞﾙ 72.0748 0.6776 0.6116 0.5587 4.7851 5.3144 21.2587 818.34 20.8609 15724.4 1032.391 2.8346 0.9391 9663.08 35.4418 48.5925 1.0575
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾙ 68.1544 0.6408 0.5783 0.5283 4.5247 5.0252 20.1019 773.814 19.7258 14868.8 976.215 2.6803 0.8880 9137.27 33.5133 45.9484 0.9456

2019/8/20 19:30 JST（日本標準時）
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